
令和７年９月２６日発行分 

定額減税調整給付金（不足額給付分）事業の実施について（案内２回目） 

 

［概 要］ 

 令和６年度に実施した定額減税調整給付金は、令和５年分

所得情報等を基に給付額が算定されました。 

本年度実施する給付金事業は、定額減税の実績が確定した

ことにより、本来支給すべき支給額と令和６年度に支給した

当初調整給付金に不足が生じる方等に対して差額分を支給

するものです。 

支給対象と見込まれる方には、９月中旬までにダイレクトメールにて案内文を送付

しており、「定額減税不足額給付支給確認案内書」の送付を受けた方へは９月30日（火）

に振込を予定しております。 

また、「定額減税不足額給付支給確認書」の送付を受けた方は、申請が必要ですの

で 10 月 31 日（金）までに必要書類の提出をお願いします。 

なお、案内文を受け取っていない方で該当になると見込まれる方（参考：裏面のフ

ローチャート）は、10 月 31 日（金）までに町民生活課までご連絡をお願いします。 

 

［対 象］ 

不足額給付１ 令和６年度に支給した調整給付金に不足（差額）が生じる方 

 事例１：収入が減り、所得税や住民税が当初の想定より減少した方 

 事例２：子どもの出生などにより、定額減税の対象となる扶養親族が増加した方 

 事例３：修正申告により税額が減少した方 

 事例４：令和５年は無収入だったが、令和６年に就職し所得税が課税された方 等 

 

不足額給付２ 次の①～③すべてに該当する方 

 ①定額減税前の令和６年分所得税額及び令和６年度分個人住民税所得割額が０円の方。 

 ②税法上、扶養親族に該当しない方。 

  ・青色事業専従者又は事業専従者（白色）。 

  ・令和６年分及び令和５年分の合計所得額が４８万円を超える方。 

 ③世帯主及び世帯員ともに、令和５・６年に実施した非課税・均等割のみ課税世帯の給

付金対象外の方。 

 

［申請方法］ 

「定額減税不足額給付支給確認書」の案内文を受け取った方 

書類に必要事項を記載し、通帳のコピーなど口座情報等を添付して申請してください。 

（返信用封筒で郵送するか、町民生活課窓口で提出してください）※10 月 31 日締切 

  案内文を受け取っていない方 

   町民生活課社会係まで電話連絡をいただくか、窓口までお越しください。 

   対象になるか確認の上、必要書類について説明いたします。※10 月 31 日締切 

 
  

 

 

 

 
 

裏面に対象者確認用のフローチャートを掲載しておりますので参考にしてください。 

定額減税不足額給付に関するお問い合わせ 

新冠町役場町民生活課町民生活グループ社会係 

電話 01146-47-2112 

定額減税 

給付金 



 

定額減税調整給付金（不足額給付分）対象確認フローチャート 

 

令和 7 年 1 月 1 日時点で新冠町に住民登録がある（住登外課税者を含む） 

令和 5 年分又は令和 6 年分の合計所得 

金額が 1,805 万円以下である 

【対象外】 

定額減税の対象外です 

※支給対象者と見込まれる方には、９月中旬までに案内文を送付済みです。 

案内文が届いていない方で対象となると思われる方は、10月 31 日までに町民生活課

までご連絡をお願いします。（新冠町役場町民生活課：0146-47-2112） 

【当町での判定対象外】 

令和 7 年 1 月 1 日時点で住民登録の

ある自治体にお問い合わせください 

はい 

いいえ 

令和 6 年分所得税又は令和 6 年度個人 

住民税が課税されている 

令和 5 年・令和 6 年ともに以下の

いずれかに当てはまる。 

・青色事業専従者 

・事業専従者（白色） 

・合計所得金額が 48 万円を超える 

不足額給付（１）の 

対象になる可能性があります 

令和 5 年度、又は令和 6 年度に非課

税・均等割のみ課税世帯向け給付金

の対象世帯の世帯主・世帯員 

不足額給付（２）の 

対象になる可能性があります 

【対象外】 

上記給付金の対象世帯で

あったため対象外です 

【対象外】 

扶養親族として定額減税の

対象になっている等により

対象外です 

【対象外】 

定額減税しきれている

ため対象外です 

令和 6 年分所得税又は令和 6 年度個人 

住民税で定額減税しきれない額がある 

定額減税しきれない額の合計額(1 万円

単位で切上げ)と令和 6 年度当初調整給

付金受給額を比較して不足が生じる。 

(未申請や辞退による不受給の場合であ

っても受給済みとして扱います) 

【対象外】 

不足額が発生していない

ため対象外です 


